
書式第１２号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人SISTERS

１ 事業の成果
本年度は、性暴力の予防およびジェンダー平等の理解促進を目的として、学校等における出前授業および講座
を実施した。具体的には、大学・高等学校・中学校等において授業を行い、延べ1,320人の生徒・学生に対して、
性暴力の予防、ジェンダー平等、自他の尊重に関する知識提供を行った。また、授業実施にあたっては、学校関
係者や自治体担当者と連携し、各学校の実情に応じた内容で実施することができた。これにより、若年層に対す
る性暴力予防およびジェンダー意識向上に一定の成果を得ることができた。

２ 事業の実施に関する事項
（１）特定非営利活動に係る事業 （事業費の総費用【　41　】千円）
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所 従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
（千円）

性暴力の予防
に繋がる啓発・
教育事業

小学校、中学生、高校生に性
暴力の予防からジェンダー平
等意識を促進する教育事業
を展開する。関東圏ではNPO
法人SISTERSに所属するス
タッフが学校に訪れて授業を
行う。それ以外の地域では
Zoom等のデバイスを活用し
たオンラインを中心に、同じく
NPO法人SISTERSのスタッ
フが授業を行う。集客方法は
チラシを学校に配布をして関
心のある学校から依頼をいた
だく。または啓発活動を通じ
て繋がった関心のある自治体
（男女参画課や教育委員会）
から学校に周知をしていただ
き、活動範囲を増やしていく。

法人成
立後の
通年

関東圏
（東京都
町田市、
中野区、
台東区）

2人

性暴力の
予防に関
心のある
関東圏の
学校、自
治体

1,320人 40

男女平等を促

進するため普

及活動事業

高校や大学にNPO法人
SISTERSのスタッフが訪問し
て男女平等を浸透させる出前

講座を実施する。団体の広報

活動を通じて興味を持ってい

ただいた学校から依頼を受け

た場合に実施する。東京都を

中心に想定しており、2025年
は3月の１回を予定している。

令和7
年4月

東京都 1人 東京都内

の私立大

学1校

40人 1

（２）その他の事業 （事業費の総費用【　 0 　】千円）

定款に記載された
事業名 事業内容 日時 場所 従事者

人数
事業費
（千円）

令和６度 事業報告書



書式第１３号（法第２８条関係）

   2024年度　活動計算書（その他事業がない場合）
特定非営利活動法人SISTERS

（単位：円）
科目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益

１　受取会費 0

正会員受取会費

賛助会員受取会費

２　受取寄附金 0

受取寄附金

施設等受入評価益

３　受取助成金等 0

受取補助金

４　事業収益 0

          事業収益

          事業収益

５　その他の収益 0

受取利息

経　常　収　益　計 0

【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費

（１）人件費 0

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

（２）その他経費 41,000

会議費

旅費交通費 41,000 41,000

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

事業費計 41,000

２　管理費

（１）人件費 0

役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

（２）その他経費 0

消耗品費

水道光熱費

通信運搬費

地代家賃

旅費交通費

減価償却費

管理費計 0

経　常　費　用　計 41,000

当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・① (41,000)

【Ｃ】　経　常　外　収　益

固定資産売却益

過年度損益修正益

経　常　外　収　益　計 0

【Ｄ】　経　常　外　費　用

固定資産売却損

災害損失

過年度損益修正損

経　常　外　費　用　計 0

当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・② 0

税　引　前　当　期　正　味　財　産　増　減　額　①＋②　・・・③ (41,000)

法人税、住民税及び事業税　・・・④ 0

前期繰越正味財産額　・・・⑤ 0

次　期　繰　越　正　味　財　産　額　③－④＋⑤ (41,000)



書式第１５号（法第２８条関係）

   2024年度　貸借対照表
特定非営利活動法人SISTERS

（単位：円）
科目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部

１　流動資産

現金預金 0

未収金 0

棚卸資産 0

流動資産合計　・・・① 0

２　固定資産

（１）有形固定資産

車両運搬具 0

什器備品 0

（２）無形固定資産

ソフトウェア 0

借地権 0

（３）投資その他の資産

敷金 0

長期貸付金 0

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋②

【Ｂ－１】　負　債　の　部

１　事業費流動負債

未払金 41,000 41000

預り金 0

流動負債合計　・・・③ 41,000

２　固定負債

長期借入金 0

退職給付引当金 0

固定負債合計　・・・④ 0

負　債　合　計　③＋④ 41,000

【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

前期繰越正味財産額 0

当期正味財産増減額 0

正　味　財　産　合　計 0

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 (41,000)



書式第１７号（法第２８条関係）

令和６度　財産目録
特定非営利活動法人SISTERS

         （単位：円）
科目 金　　額 小　　計 合　　計

【Ａ】　資　産　の　部

１　流動資産

現金預金 0

未収金 0

棚卸資産 0

流動資産合計　・・・① 0

２　固定資産

（１）有形固定資産 0

車両運搬具

什器備品

（２）無形固定資産 0

ソフトウェア

借地権

（３）投資その他の資産 0

敷金

長期貸付金

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 0

【Ｂ－１】　負　債　の　部

１　事業費流動負債

未払金

交通費立替分 41,000 41,000 41000

預り金

流動負債合計　・・・③ 41,000

２　固定負債

長期借入金 0

退職給付引当金 0

固定負債合計　・・・④ 0

【Ｂ－１】負　債　合　計　③＋④ 41,000

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 (41,000)



書式第１６号（法第２８条関係）

　　令和６年度　　計算書類の注記

特定非営利活動法人SISTERS

１． 重要な会計方針
　計算書類の作成は、特定非営利活動法人会計基準（2010年7月20日 内閣府NPO法人会計基準協
議会） によっています。

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

該当なし

（３）引当金の計上基準

・ 退職給付引当金
該当なし

・ 引当金

該当なし

（４）施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

（５）消費税等の会計処理
該当なし

２． 事業別損益の状況

（単位：円）

科目

　　性暴力
の予防に繋
がる啓発・
教育事業事

業

　男女平等
を促進する
ため普及活

動事業 　　事業 　　事業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益 0
 １．受取会費 0

 ２．受取寄附金 0
 ３．受取助成金等 0

 ４．事業収益 0
 ５．その他収益 0

経常収益計 0
Ⅱ　経常費用

（１）人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

･･････････

人件費計 0
（２）その他経費

会議費

旅費交通費 40000 1000 41000

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

･･････････



その他経費計 41000

経常費用計 41000

当期経常増減額 -41000

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

（単位：円）

内容 金額 算定方法



４． 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。

当法人の正味財産は0円ですが、そのうち0円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は　　　0円です。

（単位：円）
内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計 0 0 0 0

５． 固定資産の増減内訳

（単位：円）

科目 期首取得価
額

取得 減少 期末取得価
額

減価償却累
計額

期末帳簿価
額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

･･････････

無形固定資産

･･････････

投資その他の資産

敷金

･･････････

合計 0 0 0 0 0 0

６． 借入金の増減内訳

（単位：円）
科目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計 0 0 0 0

７． 役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）

科目
計算書類に
計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

（活動計算書）

活動計算書計 0 0 0

（貸借対照表）

貸借対照表計 0 0 0

８． その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするた
めに必要な事項

　・　事業費と管理費の按分方法



　・　その他の事業に係る資産の状況



書式第１８号（法第２８条関係）

令和6年年度年間役員名簿
（前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び

住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿）

特定非営利活動法人SISTERS

１ 確認事項（法第２０条及び第２１条を確認の上、チェックを入れてください。）

☑︎以下の役員には、欠格事由者が含まれません。（法第２０条関係）

☑︎各役員について、親族の規定に違反していません。（法第２１条関係）

２ 役員一覧

役名
どちらかに○

（フリガナ） 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
（該当者のみに記入）氏名

1 理事

スズキ アイネ 令和6年年12月13日

～

令和7年年3月31日
該当なし

鈴木 彩衣音

2 監事

フジイユウカ 令和6年年12月13日

～

令和7年年3月31日
該当なし

藤井優花

3 理事

サキハマ カリン 令和6年年12月13日

～

令和7年年3月31日
該当なし

崎濱花鈴

4 理事

イトイ アスカ 令和6年年12月13日

～

令和7年年3月31日
該当なし

糸井明日香

5 理事・監事

年 月 日

～

年 月 日

年 月 日

～

年 月 日

6 理事・監事

年 月 日

～

年 月 日

年 月 日

～

年 月 日

7 理事・監事

年 月 日

～

年 月 日

年 月 日

～

年 月 日

8 理事・監事

年 月 日

～

年 月 日

年 月 日

～

年 月 日

9 理事・監事

年 月 日

～

年 月 日

年 月 日

～

年 月 日

10 理事・監事

年 月 日

～

年 月 日

年 月 日

～

年 月 日



書式第４号（法第１０条・第２８条関係）

社員名簿（社員のうち１０人以上の者の名簿）

特定非営利活動法人SISTERS

氏名

1 御田麻友（オンダ マユ）

2 米田耕太郎（ヨネタ コウタロウ）

3 崎濱花鈴（サキハマ カリン）

4 藤井優花（フジイ ユウカ）

5 糸井明日香（イトイ アスカ）

6 鈴木彩衣音（スズキ アイネ）

7 吉元菜弥子（ヨシモト ナミコ)

8 木村優花（キムラ ユウカ）

9 小松航大（コマツ コウダイ）

10 知念杏珠（チネン アンジュ）




